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2017年5月17日

（株）アミタ持続可能経済研究所 代表取締役 角新支朗

アミタグループの取り組み紹介

～「多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化」
に関連する事項を中心に～

中央環境審議会循環型社会部会（第19回）

資料２－５
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アミタグループ 概要

アミタグループは、「持続可能社会の実現」をめざし、第一次産業か

ら第三次産業まで幅広く環境ソリューション事業を手がけている。社

会の全体最適を導き、実行することが私たちの使命。

代表者：代表取締役会長兼社長： 熊野 英介

本社：京都府京都市中京区烏丸通押小路上ル秋野々町535番地

資本金： 474,920,000円

社員数： 142名（連結）

上場市場： 東証ジャスダック市場

沿革：

1977年 姫路市にてスミエイト興産㈱ 創業

2000年 アミタ㈱に社名変更

2002年 国連グローバル・コンパクトに参加

2006年 大阪証券取引所、ヘラクレス市場に上場

2009年 (株)アミタ持続可能経済研究所を設立

2010年 持株会社アミタホールディングス(株) を設立

アミタホールディングス（株）

アミタ（株） （株）アミタ持続

可能経済研究所
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アミタグループの事業領域
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環境戦略デザイン事業
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TSS（＝The Sustainable Stage）

ＴSSは、統合サポートにより、企業の持続的成長を支援する。
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100％リサイクルサービス

排出事業者の100％リサイクルと、資源ユーザーの代替資源を調達する。
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100％リサイクルサービス

全国展開する資源製造プラットフォームを駆使。
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100％リサイクルサービス
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環境認証審査サービス

社会の持続性を高め、
企業の信頼を向上する、
国際的な環境認証制度
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地域デザイン事業



11 ©2017 株式会社アミタ持続可能経済研究所

地域デザイン事業とは

地域内の未利用資源を活用し、森・里・海・街の互恵関係を創出する。
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（事例）南三陸での取組 ～バイオマス産業都市構想～

アミタグループは、上記構想の実現に向けた官民連携パートナー。
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（事例）南三陸での取組 ～具体的取り組み～

FSC©認証取得
2015年10月

事業協定書調印
2014年7月

ササニシキ栽培
2012年～

生ごみ分別住民説明会
2014年9月～

ASC認証取得
2016年3月

薬草栽培
2012年～

木質ペレット実
証試験 2012年～

液肥提供
2012～

南三陸BIO開所
2015年10月

フォレストック認証取得
2013年2月

写真：http://mirainotane.jp/

提供：南三陸町
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モデル地区で行ったごみ分別実証（2012年）

■参加者の声

・分別すると清潔感がある

。

・やってみれば大した手間

ではない。

・もったいない精神が植え

つけられた。

・復興のタイミングで、今

から取り組むべき。

・このまま分別を続けてほ

しい。

・子ども達の勉強になる。

逆に子どもが親に教え

ることも。

・誇れる町になるのでは。
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生ごみ等を、バイオガス試験プラントで、
バイオガスと肥料（液肥）に変換

南三陸町でのバイオガス事業実証試験（2012年度）
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南三陸町でのバイオガス事業実証試験（2012年度～）

バイオガス施設で製造した肥料（液肥）の利用試験や勉強会
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南三陸町とアミタグループとの協定締結

・民間ノウハウを活用することによる、官民連携による公益的事業の実施。
・南三陸町とアミタとで協定を締結。同町よりアミタは、生ごみや余剰汚泥（し尿・
合併浄化槽汚泥）の資源化業務を受託。15年間の長期協定。
・アミタが投資をし、施設の設計・建設・運営を行う（建設費の一部は国庫補助）。
生ごみ等の分別・収集から液肥利用促進までの一貫したシステムに関して民間ノ
ウハウを活用し、支援・実施。
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バイオガス施設「南三陸BIO」 稼働開始（2015.10～）

・官民連携（長期協定）による、
民設民営施設

・生ごみ分別を約5,000世帯が
一斉実施。異物混入率約1～2％

・初年度は液肥の全量
（2,100t）を散布完了。

・小学校での取組み→学校農園
での液肥利用や紙芝居による循
環授業など。
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南三陸町におけるバイオガス事業の概要
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バイオガス施設「南三陸BIO」 稼働開始（2015.10～）
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町全部の住民対象に約60数回にわたる分別説明会
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バイオガス液肥の散布業務
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めぐりんちゃん

メタンくん

子どもたちへの循環教育
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住民参加、環境教育、町への誇り・・・
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NEXT STAGEへ
「包括的資源循環」
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国内焼却施設・し尿処理施設の老朽化

確実に人口減少していく中で、
新たな焼却施設・し尿処理施設を建設するか？それとも・・・
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未来へ向けて 包括的資源循環（イメージ）
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「資源循環型」のまちづくりの意義

バイオガス

施設

廃棄物

（生ごみ系）

エネルギー

液肥
IN OUT焼却

埋立
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農業振興
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地の建設リス
ク低減

IN

廃棄物

（その他）

もったいない

ステーション

燃料化施設
（RPF・BDF等）

廃棄物をｴﾈﾙ
ｷﾞｰと資源に

ｴﾈﾙｷﾞｰ・資源
は、地域内利

活用

OUT

焼却灰

住民の環境意
識の向上

地域ブランド
の向上

子ども達の
環境教育

「資源循環」によって生み出される効果は、広く多様である
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まとめ（目指す地域と未来像）
・その町の特徴を活かしたまちづくり。

・「循環」とはつながり、続いていくこと。周りのこと、未来のことを考えて行動する

ということ。皆がその意識・行動を行えば、地域はきっと良い方向に向かうのでは

ないか。

・その町に暮らす住民が誇りに思い、他地域の人々が行ってみたい、暮らしてみた

いと思えるまちづくり。

・住民や事業者が主体的にまちづくりに関わり（役割と出番がある）、人と人が関係

し、つながりが生まれる社会。地域のプレーヤーが次々と生まれる。

・アンコントロールな技術に頼るのではなく、人間の身の丈にあった技術を出来る

だけ地域でコントロールしながら活用する。

・資源/エネルギー/食という生命のベースになるものを出来る限り顔の見える関

係の中で確保し、そのベース上に「持続的で心豊かな生活」の要素を重ねていく。

・未来世代へツケを回さない、誇りをもってバトンバスできるものを作ることが、現

在世代の責務である。

アミタグループは、循環を軸とした新しい社会システムの構築により、心
豊かに住み続けられる地域づくりのパートナーでありたいと考えている。
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循環型社会推進に向けて

■直近
・既存施策の発展的展開。対象範囲の拡大など（ソフト、ハード）。

→国内自治体の包括資源循環のポテンシャル調査事業
→各種実証事業

・既存技術及びシステムのコンパクト化・低コスト化の開発促進事業

■中長期（制度的な改革）
・官と民のイコールフッティング

→民業・官民連携事業へのシフト
・一般廃棄物と産業廃棄物の垣根をなくす。

また、廃棄物の定義の変更（廃棄物から循環物へ）。


